
　Ｈ２２国調 55,321人 産　　業　　構　　造 　人　口　集　中　地　区　人　口

人　口 　Ｈ１７国調 55,960人 区　分 　Ｈ２２国調 　Ｈ１７国調 Ｈ２２国調 27,581人 熊本県 　　　　　　市町村類型　　Ⅱ－3

　増減率　(％) △ 1.1 1,008人 1,202人 Ｈ１７国調 26,160人 荒尾市 　　　　　　交付税種地　　Ⅰ－３

 Ｈ２８．１．１ 54,464人 第１次 4.5％ 5.1％ 面　　積 57.37K㎡ 平成２６年度

住民基本  Ｈ２７．１．１ 54,824人 6,305人 6,734人 人口密度　（人） 968人 (A)歳入総額 21,630,627 21,893,517

台帳人口 　増減率　(％) △ 0.7 第２次 27.8％ 28.8％ 収 (B)歳出総額 20,718,881 21,291,636

歳 　入 　 の 　 状 　 況　 （ 単位：千円、％ ） 15,329人 15,291人 指定団体等 (C)歳入歳出差引(A-B) 911,746 601,881

　区　　　　分 決  算  額 構成比 経常一般財源 構成比 第３次 67.7％ 65.3％ 　の状況 支 (D)翌年度へ繰越すべき財源 107,618 212,015

地方税 4,947,542 22.9 4,947,542 42.9 　　市 町 村 税 の 状 況 （ 単位：千円、％ ） (E)実質収支(C-D) 804,128 389,866

地方譲与税 136,249 0.6 136,249 1.2      区         分 徴収済額 構成比 超過課税分 状 (F)単年度収支(Eの前年差) 414,262 71,664

利子割交付金 6,800 6,800 0.1 市町村  個  人  分 1,772,175 35.8 新　産 (G)積立金 199,615 164,436

配当割交付金 24,591 0.1 24,591 0.2 民　税  法  人  分 284,590 5.8 46,577 産炭地 況 (H)繰上償還金 50,500

株式等譲渡所得割交付金 20,906 0.1 20,906 0.2 固 定 資 産 税 2,335,675 47.2 152,060 市町村圏 （Ｉ）積立て取崩し額
地方消費税交付金 971,219 4.5 971,219 8.4 軽 自 動 車 税 133,772 2.7 指数表選定 実質単年度収支(F+G+H-I) 613,877 286,600

ゴルフ場利用税交付金 29,085 0.1 29,085 0.3 た  ば  こ  税 412,174 8.3 　　区　　　分 職員数(人)   　給料月額（千円） 平均支給月額（円）
特別地方消費税交付金 鉱   産   税 一 一般職員 325 94,410 290,492

自動車取得税交付金 18,403 0.1 18,403 0.2 特別土地保有税 般 　うち技能労務者 14 4,919 351,357

地方特例交付金 24,894 0.1 24,894 0.2 職 教育公務員 3 1,321 440,333

地方交付税 6,225,751 28.8 5,320,235 46.2 員 消防職員
内 普　　通 5,320,235 24.6 5,320,235 46.2 等 臨時職員
訳 特　　別 905,516 4.2 合計 328 95,731 291,863

　小　　　　計 12,405,440 57.4 11,499,924 99.8 定数(人) 平均報酬月額（円）
交通安全対策特別交付金 9,910 9,910 0.1 一部事務組 特 市町村長 1 886,000

分担金・負担金 298,182 1.4 　合加入の 副市長 1 678,000

使用料 280,434 1.3 1,205 　状況 別 収入役 - -

手数料 319,031 1.5 教育長 1 590,000

国庫支出金 3,945,870 18.2     小        計 4,938,386 99.8 198,637 ごみ処理 職 議会議長 1 445,000

国有提供施設交付金 法定外普通税 　　その他 議会副議長 1 410,000

都道府県支出金 1,808,832 8.4 旧法による税 等 議会議員 16 384,000

財産収入 157,300 0.7 8,917 0.1 目  的  税 9,156 0.2

寄附金 1,997 入湯税 9,156 0.2

繰入金 20,022 0.1 内 都市計画税
繰越金 601,881 2.8 水利地益税
諸収入 214,871 1.0 314 訳 共同施設税
地方債 1,566,857 7.2 宅地開発税

うち減税補てん債
うち臨時財政対策債 787,457 3.6

歳入合計 21,630,627 100.0 11,520,270 100.0        合     　計 4,947,542 100.0 198,637

性　質　別　歳　出　の　状　況　（単位：千円、％） 目　的　別　歳　出　の　状　況　（単位：千円、％） 　　区　　　分 指　数　等　（千円）

　　　区　　　　分 決　算　額 構成比 充当税等一般財源 　経常経費充当一般財源等
経常収支

比　率 決算額　（Ａ） 構成比 （Ａ）の充当税等一般財源額 基準財政収入額 4,552,403

人件費 2,799,277 13.5 2,583,002 2,442,799 19.8 議　会　費 230,607 1.1 6,095 230,607 基準財政需要額 9,872,638

うち職員給 1,689,721 8.2 1,521,106 1,515,210 12.3 総　務　費 2,337,699 11.3 429,753 1,688,438 標準税収入額 5,742,608

扶助費 6,237,203 30.1 1,876,499 1,875,523 15.2 民　生　費 9,763,409 47.1 246,874 4,739,596 標準財政規模 11,850,300

公債費 1,487,452 7.2 1,374,137 1,374,137 11.2 衛　生　費 2,570,863 12.4 78,266 2,216,227 財政力指数 0.458

内 元利償還金 1,487,261 7.2 1,373,946 1,373,946 11.2 労　働　費 15,212 0.1 15,212 実質収支比率(%) 6.8

訳 一時借入金利子 191 191 191 農林水産業費 504,906 2.4 305,683 160,371 経常一般財源比率(%) 97.2

　小　　　　計 10,523,932 50.8 5,833,638 5,692,459 46.3 商　工　費 371,677 1.8 73,970 161,634 公債費比率(%) -

物件費 1,980,823 9.6 1,511,063 1,122,058 9.1 土　木　費 1,509,332 7.3 687,653 769,871 起債制限比率(%) -

維持補修費 187,758 0.9 107,576 107,576 0.9 消　防　費 602,558 2.9 25,024 564,276 財政調整基金 3,092,800

補助費等 2,872,537 13.9 2,464,239 1,982,869 16.1 教　育　費 1,317,054 6.4 218,005 917,720 積立 減債基金 1,082,306

うち一部組合負担金 968,059 4.7 821,671 800,273 6.5 災害復旧費 8,112 7,265 基金 その他特定目的 1,264,379

積立金 233,482 1.1 195,685 公　債　費 1,487,452 7.2 1,374,137 積立基金計 5,439,485

投資出資金・貸付金 75,000 0.4 諸支出金 土地開発基金現在高 430,421

繰出金 2,765,914 13.3 2,293,715 1,821,828 14.8 前年度繰上充用金 地方債 財政融資・旧郵政公社資金 9,016,264

前年度繰上充用金 特別区財調納付金 現在高 その他 6,901,262
投資的経費 2,079,435 10.0 439,438     経常経費充当一般財源等計 歳出合計 20,718,881 100.0 2,071,323 12,845,354　　　　　《 合計 》 15,917,526

うち人件費 44,819 0.2 35,807 公 病院 702,147 国民健 事業勘定再差引収支額（千円） △ 550,820 債務負 物件等購入 396,208

普通建設事業費 2,071,323 10.0 432,173 10,726,790 千円 営 下水道 374,091 康保険 療養給付費等精算額　（千円） 6,880 担行為 債務保証・損失補償 333

内 内 補　　助 1,110,834 5.4 60,812 事 国民健康保険 985,898 事業会 加入世帯数 8,585 額（翌 その他 2,193,686

単　　独 895,035 4.3 362,405     経常収支比率 業 老人保健 計の 被保険者数　（人） 14,182 年以降 　　《 合計 》 2,590,227

訳 県事業負担金 65,454 0.3 8,956 87.2 ％ 等 上水道 182,313 状況 世帯当たり保険税収入（千円） 132 支出予 保証 確定 307

訳 災害復旧事業費 8,112 7,265 (93.1 ％) へ 交通災害共済 調定額（被保険者１人あたり/千円） 110 定額） 補償 未定
失業対策事業費 の 工業団地 被保険者数１人あたり給付費（千円） 419 収 益 事 業 収 入

繰 土地開発基金 160 徴 区　分 現年度分 過年度分 合     計 10.8

    歳入一般財源 出 介護保険 791,311 収 市民税 99.0 29.3 94.7 -

歳出合計 20,718,881 100.0 12,845,354 13,757,100 千円 後期高齢者 988,545 率 固定資産税 98.5 26.2 93.1 -
《　計　》 4,024,465 　　　(%) 市税合計 98.8 27.5 94.3 15.9

《経常収支比率の(　　)内の数値は減税補てん債、臨時財政対策債を経常一般財源から除いた場合の数値です。》
歳入一般財源＝経常一般財源＋臨時一般財源 四捨五入の関係で、構成比等の合計値が必ずしも100にならない場合があります。

実質赤字比率
連結実質赤字比率
将来負担比率

区　   　分 内普通建設事業費

実質公債費比率

Ｈ２６．　４．　１
-
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平　成　27　年　度
　（　普通会計　）

平成２７年度
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